
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の総合戦略における４つの基本目標と 

横須賀市総合計画（基本計画重点プログラム）との関係 

 

 

【国の基本目標に対応する本市の既存事業一覧】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年６月３日 
総合戦略推進会議 

資料２ 



１－１子どもを産み育てやすい

まちづくり

１－２人間性豊かな子どもの育成

２－１誰もが活躍できるまちづくり

２－２安全で安心なまちづくり

３－１人と自然が共生する

まちづくり

３－２地球環境に貢献する

まちづくり

４－１地域経済の活性化と

雇用の創出

４－２集客や定住を促す魅力的な

都市環境づくり

５－１ 地域と住民の主体性が発揮

される枠組みづくり

５－２ 地域を支えるコミュニティー

機能の強化

総合戦略 最重点施策 重点プログラム

１ 関係イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 横須賀市基本計画（2011～2021）に掲げる重点プログラム 

プログラム１ 

新しい芽を育む 

1-1 子どもを産み育てやすいまちづくり 

1-2 人間性豊かな子どもの育成 

プログラム２ 

命を守る 

2-1 誰もが活躍できるまちづくり 

2-2 安全で安心なまちづくり 

プログラム３ 

環境を守る 

3-1 人と自然が共生するまちづくり 

3-2 地球環境に貢献するまちづくり 

プログラム４ 

にぎわいを生む 

4-1 地域経済の活性化と雇用の創出 

4-2 集客や定住を促す魅力的な都市環境づくり 

プログラム５ 

地域力を育む 

5-1 地域と住民の主体性が発揮される枠組みづくり 

5-2 地域を支えるコミュニティー機能の強化 

 

※２ 第２次実施計画における「選ばれるまち横須賀」に向けた最重点施策 

   ①子育て・教育環境の充実 

   ②生涯現役社会の実現 

   ③地域経済の活性化 

 

 

 

基本目標③：若い世代の結婚・ 

出産・子育ての希望をかなえる 

基本目標④：時代に合った地域を

つくり、安心なくらしを守ると

ともに、地域と地域を連携する 

基本目標②：地方への新しい人

の流れをつくる 

基本目標①：地方における安

定した雇用を創出する 

重点プログラム 最重点施策 総合戦略（※１） （※２） 

４－１地域経済の活性化と

雇用の創出
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２ 国の４つの基本目標に対応する市の施策と具体的な事業（既存） 

    （網掛けのある事業は地方創生先行型事業として予算化しているもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の基本目標１　地方における安定した雇用を創出する

（本市重点プログラム　4-1 地域経済の活性化と雇用の創出）

① 企業等の立地促進・横須賀リサーチパークへの産業集積

・ 企業等立地促進事業

・ 横須賀リサーチパーク推進事業

② スタートアップ支援

・ 創業・経営改善支援事業

③ 地産地消、6次産業化の推進

・ 地産地消推進事業

④ 基地関係の受注拡大

・ 基地関係受注拡大事業

⑤ 商業の活性化対策

・ 商業振興対策事業

⑥ 製造業者の技術力向上、ビジネスチャンスの拡大

・ 工業振興対策事業

⑦ 中小企業への支援

・ 中小企業等金融対策事業

・ 中小企業振興対策事業

⑧ スポーツ施設・拠点の誘致

・ ナショナルトレーニングセンター拡充施設の誘致促進

・ 公園施設管理事業

国の基本目標２　地方への新しい人の流れをつくる

（本市重点プログラム　4-2 集客や定住を促す魅力的な都市環境づくり）

① 観光立市の推進

・ 観光立市推進基本計画の策定

② 集客ＰＲとセールス活動の促進

・ 集客プロモーション事業

・ セールスプロモーション事業

・ 国際式典事業

・ 長井海の手公園施設改修事業

③ 定住プロモーションの強化

・ 都市イメージ創造発信事業

④ 結婚・子育て世代に向けた不動産環境の充実

・ 開発行為における戸建て住宅の最低敷地面積の緩和

・ 住宅団地空き家対策事業

・ 2世帯住宅リフォーム助成事業

⑤ 教育環境の充実

・ 学力向上事業

・ （仮称）横須賀給食弁当実施事業

・ いじめ対策事業

・ 支援教育推進事業

・ キャリア教育推進事業

⑥ 英語コミュニケーション環境の充実

・ （再掲）都市イメージ創造発信事業

・ 国際コミュニケーション能力育成事業

・ 国際化推進事業

　横須賀製鉄所（造船所）創設150周年事業

　　海上自衛隊記念コンサート、記念パレードの開催

　　博物館・ヴェルニー記念館特別展の開催
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 国の基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

① 子育て環境の充実

・ 小児医療費助成事業

・ こんにちは赤ちゃん事業

・ 妊娠・出産包括支援事業

・ （仮称）中央こども園整備事業

・ 教育・保育人材確保支援事業

・ 認定こども園移行促進事業

・ 学童クラブ助成事業

・ 学童クラブ小学校移転事業

② ワーク・ライフ・バランスの考え方に沿った「働き方」の改革

・ 男女共同参画推進事業

（本市重点プログラム　2-1　誰もが活躍できるまちづくり）

① 都市のコンパクト化・住宅ストック対策

・ 谷戸地域住環境対策事業

② 在宅医療の促進、医療介護人材の確保に向けた取り組み

・ 在宅医療・介護連携推進事業

・ 看護師確保対策事業

・ 介護施設等人材育成支援事業

（本市重点プログラム
         1-1 子どもを産み育てやすいまちづくり・ 1-2 人間性豊かな子どもの育成）

国の基本目標４　時代にあった地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、
　　　　　　　　地域と地域を連携する
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国の基本目標１　地方における安定した雇用を創出する

（単位 千円）

事 業 費 課 名
（拡）
企業等立地促進 　企業等立地促進制度を活用し、企業立地を促進するとと 312,040 経済部
事業 もに、既存企業の設備投資を支援し、本市産業の振興を図 企業誘致

ります。 推進課
（企業誘致・

・企業の立地や設備投資に対する税の優遇措置および  工業振興課）
成長分野への奨励金の交付

・新規立地事業所等の就業者の市内転入に対する助成
１人当たり 50万円

拡 ・小規模事業者の市内進出に対する助成
ＹＲＰと谷戸地域（モデル地区）は補助対象要件
を緩和
１社当たり 100万円

横須賀リサーチ 情報通信技術研究における横須賀リサーチパーク 59,438 経済部
パーク推進事業 （ＹＲＰ）の優位性を生かし、更なる産業集積を目指し 企業誘致

ます。 推進課
（企業誘致・

･ ＹＲＰテナントビル入居補助金  工業振興課）
新規に入居する中小情報通信事業者等を
対象に、賃借料３ヵ月分相当額を交付
限度額 150万円

・ＩＣＴ（情報通信技術）人材育成事業の助成
補助率　 1/2
限度額 500万円

・横須賀市産学官交流センターの管理運営

（拡）
創業・経営改善 【一部平成26年度補正予算で計上】 5,552 経済部
支援事業 創業を支援・促進するとともに、既存事業者が行う新規 (9,666) 経済企画課

性の高い事業を支援し、産業の活性化を目指します。

（創業支援）
・創業セミナーの開催

創業に必要な知識や事業計画の立て方の講習に
より、創業の実現を支援

拡 ・市内創業者支援利子補給
新規開業のための融資を受け、市内で創業した
事業者を支援

〔対象者〕
①日本政策金融公庫「新規開業ローン」利用者

新 ②県制度融資「創業支援融資」利用者
利子補給額 １年間の支払い利子　全額
限度額 15万円

・産業交流プラザ創業支援オフィスの運営

（経営改善支援）
・経営改善セミナーの開催　　

既存事業者が新事業展開や成長事業へ転換する
きっかけづくり

・中小企業経営改善資金利子補給
日本政策金融公庫から「経営改善貸付」の融資
を受けた事業者を支援

利子補給額 １年間の支払い利子　全額
限度額 15万円

事 業 内 容

①
企
業
等
の
立
地
促
進
・
横
須
賀
リ
サ
ー

チ
パ
ー

ク
へ
の
産
業
集
積

②
ス
タ
ー

ト
ア
ッ

プ
支
援

事 業 名

4



国の基本目標１　地方における安定した雇用を創出する

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 内 容事 業 名

（創業支援・経営改善支援　共通）
拡 ・スタートアップオーディションの実施

創業や新事業展開などのスタートアップをめざす
人から、優れたビジネスプランを公募。審査の上
奨励金を支給
＊入賞者奨励金

新 大賞　　　100万円（１件）
入賞　　　 30万円（８件）

〔対象者〕
①市内創業者
②市内既存事業者で新事業展開を図る者

新 ③市内にＩ・Ｕターンして、新事業展開を
　図る市外事業者

新 ＊奨励金のほか、県または市制度融資を利用した
　場合の利子補給を新設。

利子補給額 １年間の支払い利子　全額
限度額 15万円

新 ＊入賞者（創業者以外）は、市制度融資のスター
　トアップ資金を、商工相談員による審査なしに
　利用可能

※このほか、信用保証料補助あり
（中小企業等金融対策事業に記載）

・スタートアップ都市推進協議会への参加
起業や新たな事業展開の推進に共感する本市を
含めた７自治体で設立した協議会に参加

創業環境の向上を図る事業
マッチング事業　等

新 ・スタートアップセミナーの開催
創業セミナー・経営改善セミナーの応用編として
開催。
事業活動を行うにあたって必要な、より実践的で、
高いマネジメント能力の養成を図る。

地産地消推進事業 海と緑を生かした活気あふれるまちづくりを実現するた 14,067 経済部
め、「横須賀市地産地消推進アクションプラン（第２次） 農林水産課
（平成26年２月策定）に基づき、地場産農水産物の魅力を
アピールして消費の拡大を図り、横須賀の農水産業をはじ
めとしたさまざまな産業の活性化を目指します。

・よこすかポートマーケット、すかなごっそ、地産地
消ショップと連携し、地場産水産物をＰＲする「海
の幸フェア」の開催

・本市と友好関係にある都市の名産品・特産品をよこ
すかポートマーケットでＰＲ販売する物産展「友好
関係市フェア」の開催

・地産地消の情報発信
横須賀商工会議所と連携し、地産地消ショップ等
をＰＲ

・地場産の生鮮品を販売する市内小売業団体に対する
助成

・種苗放流事業に対する助成

③
地
産
地
消
、

6
次
産
業
化
の
推
進

②
ス
タ
ー

ト
ア
ッ

プ
支
援
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国の基本目標１　地方における安定した雇用を創出する

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 内 容事 業 名

（拡）
基地関係受注 　市内事業者が、米軍・自衛隊等からより多く仕事を受注 1,786 経済部
拡大事業 するための取り組みを行います。 経済企画課

 ・米軍・自衛隊等の発注情報に関する説明会の実施
新 ・防衛施設からの受注事例集、入札参加の手引きの作

成
新 ・ＳＳＨＯ資格取得認定講座への参加支援

商工会議所の協力のもと、講座開催を横須賀市に
誘致します。
さらに参加費用の一部を負担することで、この機
会により多くの市内事業者が、米海軍の工事を受
注出来る資格を取得できるようにします。

＊ＳＳＨＯ：現場安全衛生担当官
米海軍の工事を請け負うために必要な資格
Site Safety Health Officerの略

（拡）
商業振興対策事業 【一部平成26年度補正予算で計上】 87,567 経済部

商店街応援アクションプランに基づき、商店街が行う活 (402,382)
性化への取組みを支援します。また、市内消費の促進と新
たな顧客の獲得を目指す意欲的な事業者の取組みを支援し (商業観光課)
ます。
また、市内で使えるプレミアム（割増）商品券を発行し、

市内消費を喚起します。

・商店街にぎわいづくり事業補助
新 ・横須賀製鉄所創設150周年記念商店街にぎわいイベ

ント事業補助
横須賀製鉄所（造船所）創設150周年記念にちな
んだ販売促進事業を実施した場合、事業費の一部
を助成

・商店街共同施設整備・補修・撤去事業補助
・商店街街路灯等電気料金等補助
・商店街法人化事業補助

商店街団体が法人化する際の費用を助成
・はつらつシニア応援事業

はつらつシニア応援ショップのPR、情報紙の発行
・シニアマーケットセミナー

拡 ・横須賀スーパープレミアム商品券の発行
発行総額　18億円　　プレミアム率　20％

拡 ・ご当地カードを活用した実証実験
市内商店街団体から実証実験に参加する団体を募
集し、プレミアムを付けたご当地カードを発行
発行総額　3,000万円　　プレミアム率　20％

＊ご当地カード：地域限定で利用できるプリペイド
カード

商工・市街地
振興課

⑤
商
業
の
活
性
化
対
策

④
基
地
関
係
の
受
注
拡
大
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国の基本目標１　地方における安定した雇用を創出する

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 内 容事 業 名

工業振興対策事業 製造業者の技術力向上および変革、ビジネスチャンスの 9,463 経済部
拡大を図るため、各種支援を行います。 商工・市街地

振興課
･ ものづくり技術開発に対する支援 （企業誘致・

中小製造業者が新製品・新技術の研究開発や新分  工業振興課）
野に進出するために事業転換を図る経費に対する
助成
補助率 1/2
限度額 200万円

･ 企業ＰＲに対する支援
中小製造業者が、企業知名度のアップや製品・技
術をＰＲする経費を助成 補助率　  1/2
産業見本市出展補助 限度額 20万円
企業パンフレット作成補助 〃 　10万円
企業ホームページ作成補助 〃 　５万円
外国語翻訳料補助 〃 　５万円

･ 受発注商談会の開催
仕事を受注したい企業と発注したい企業を集め、
商談の成立を図る。

（拡）
中小企業等金融 【一部平成26年度補正予算で計上】 1,624,207 経済部
対策事業 中小企業の金融の円滑化および経営安定、設備の近代化 (770) 経済企画課

を図るため、金融機関に資金を預託し、低金利な融資によ
る支援を行います。
また、融資の際、中小企業者が支払う信用保証料を助成

します。

（資金預託）
・融資を取り扱う金融機関への預託額 16億円

（融資資金）
・事業資金 ・小規模企業特別小口資金
・連鎖倒産防止資金 ・経済変動対策資金
・経営支援資金 ・商工業施設整備促進資金
・新分野事業振興特別資金

（助成制度）
・神奈川県信用保証協会の保証を受けた場合、支払っ
た信用保証料を助成

連鎖倒産防止資金
補助率　　全額

その他の資金
補助率　　1/2保証料５万円までの部分全額

５万円を超えた額は1/2を加算し助成
限度額 20万円

新 ・スタートアップオーディション入賞者が制度融資を
利用した場合、支払った信用保証料を助成

県の制度融資（創業支援資金）を利用した場合
又は市の制度融資を利用した場合（創業者以外）
補助率 全額
限度額 20万円

※このほか、１年間の利子補給あり
(創業・経営改善支援事業に記載）

（拡）
中小企業振興 【一部平成26年度補正予算で計上】 5,726 経済部
対策事業 中小企業と中小企業が組織する団体の活性化と経営基盤 (1,150) 経済企画課

の強化を図るための支援を行います。

⑥
製
造
業
者
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技
術
力
向
上
、
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ス
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国の基本目標１　地方における安定した雇用を創出する

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 内 容事 業 名

新 ・ＩＣＴ事業者等の組合設立に対する助成
補助対象者
ＩＣＴ事業者、クリエイターが構成する事業
協同組合等

補助率
神奈川県中小企業団体中央会への入会費用
および登記費用 全額
その他の費用 1/3

限度額 50万円

新 ・ＩＣＴ事業者等のＰＲに対する助成
補助対象者 ＩＣＴ事業者、クリエイター
補助対象 市外見本市等への出展経費

Ｗｅｂ広告掲載料

補助率 1/2
限度額　 10万円

新 ・ＩＣＴ事業者等マッチングイベント
ＩＣＴ事業者、クリエイターの市内事業者向けの
マッチングイベントを開催します。

・中小企業団体の共同施設に対する助成
中小企業が組織する団体が購入する車輛や機械・
装置の購入費用を助成します。
補助率 対象経費から50万円を控除後1/4
限度額 600万円

・ＩＳＯ等の認証取得に対する助成
補助率 1/2
限度額 30万円

（エコアクション21のみ20万円）

・中小企業等のスキルアップ研修に対する助成
補助率 1/2
限度額 ５万円

・横須賀市中小企業景況リポートの発行
発行回数　４回

（拡）
ナショナルトレー 　2020年東京オリンピック・パラリンピックを控え、 420 政策推進部
ニングセンター スポーツを通じて市民の元気を呼び起こし、次世代の夢を 政策推進課
拡充施設の誘致 育み、地域の活性化に大きく寄与することが期待される、
推進 ナショナルトレーニングセンター拡充施設の本市への誘致

を推進します。

（拡）
公園施設管理事業 【一部平成26年度補正予算で計上】 557,140 環境政策部

公園を安全で快適に利用できるよう、清掃、除草、樹木 (24,858) 公園管理課
の剪定、施設の保守管理等を行います。また、公園内のス
ポーツ施設を更新し、競技ルールの改正等へ対応を図りま
す。

拡 ・公園施設の長寿命化に対応した公園台帳システムの
改良

新 ・専門技術者による公園遊具の定期点検実施
新 ・くりはま花の国エアライフル場に電子標的システム

の導入およびビームライフル機器の整備

⑧
ス
ポ
ー

ツ
施
設
・
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国の基本目標２　地方への新しい人の流れをつくる

（単位 千円）

事 業 費 課 名
（新）
観光立市推進基本 【平成26年度補正予算で計上】 0 経済部
計画の策定 「横須賀市観光立市推進条例」に基づき、観光の振興に (7,862) 観光企画課

関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、「観光 (経済企画課)
立市推進基本計画」を策定します。

（拡）
集客 本市の観光資源を戦略的にプロモーションし、地域経済 52,761 経済部
プロモーション事業 の活性化を図るため、「横須賀集客促進実行委員会」（京 観光企画課

浜急行電鉄㈱、横須賀商工会議所、横須賀市）において集 (商業観光課)
客ＰＲを実施します。
また、三浦半島の各自治体と協力し、集客促進のための

共同ＰＲを実施します。

拡 ・ドル街プロジェクトの実施
拡 ・インバウンド（海外からの観光客の誘致）の調査・

研究
拡 ・サブカルチャープロジェクトの実施

・三浦半島観光連絡協議会を通じた集客促進のための
共同ＰＲ

（拡）
セールス 観光事業者やメディアを通じて、本市の観光資源を戦略 35,834 経済部
プロモーション事業 的にプロモーションし、地域経済の活性化を図ります。 観光企画課

(商業観光課)
・ツアーデスク、メディアデスクの運営
・修学旅行などの教育旅行の誘致（民泊の推進）

新 ・横須賀製鉄所創設150周年「歴史読本」タイアップ
企画の実施

＊民泊：農村などでの生活体験を目的とした民家への
宿泊。
修学旅行などの教育旅行に組み込まれる例が増えて
いる。

（拡）
国際式典事業 【一部平成26年度補正予算で計上】 9,457 政策推進部

　日本の発展や歴史にかかわりのある本市ゆかりの人物を (5,856) 国際交流課
顕彰し、史実を再認識するため、式典等を行います。
　三浦按針ゆかりの４市（大分県臼杵市・静岡県伊東市・
本市・長崎県平戸市）によるＡＮＪＩＮサミットや、横須
賀製鉄所（造船所）創設150周年記念事業を行います。

新 ・ＡＮＪＩＮサミット ４月７日（火）
・三浦按針祭観桜会 ４月８日（水）
・咸臨丸フェスティバル式典 ５月23日（土）
・水師提督ペリー上陸記念式典 ７月11日（土）
・ヴェルニー・小栗祭式典 11月15日（日）

新 ・横須賀製鉄所（造船所）創設150周年記念事業
講演会・演奏会 11月15日（日）
ドライドック見学ツアー、物産展

11月14日（土）・15日（日）

海上自衛隊記念 【平成26年度補正予算で計上】 0 政策推進部
コンサート、記念 　海上自衛隊音楽隊による記念コンサート、マーチング (13,602) 文化振興課
パレードの開催 バンドなどによる記念パレード

※横須賀製鉄所（造船所）創設150周年記念事業

事 業 名 事 業 内 容

①
観
光
立

市
の
推
進

②
集
客
Ｐ
Ｒ
と
セ
ー

ル
ス
活
動
の
促
進

9



国の基本目標２　地方への新しい人の流れをつくる

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

博物館・ｳﾞｪﾙﾆｰ 【平成26年度補正予算で計上】 0 教育委員会
記念館特別展の 　自然・人文博物館での常設展一部リニューアルおよび (29,172) 博物館運営課
開催 ヴェルニー記念館を含めた２館での特別展

※横須賀製鉄所（造船所）創設150周年記念事業

（拡）
長井海の手公園 【平成26年度補正予算で計上】 0 環境政策部
施設改修事業 　より一層、子どもが楽しめる魅力的な公園を目指し、新 (99,500) 公園建設課

たに大型遊具を設置します。

スケジュール
平成26年度　休養施設設置

新 平成27年度　大型遊具の設置
平成28年度　キャンプ施設設置

平成29年度　老朽化した遊具の更新

（拡）
都市イメージ 【一部平成26年度補正予算で計上】 34,929 政策推進部
創造発信事業 市内外の結婚・子育て世代から「住みたいまち」「住み (18,864) 政策推進課

続けたいまち」と思われるよう、「住むまち」としての都
市イメージの創造発信に取り組みます。
今後、特に子育て・教育環境や不動産環境に関する政策

の強化、本市の特徴を生かした英語コミュニケーション環
境の充実を図ります。また、朝獲れの野菜・魚が手に入る
恵まれた食環境、夏涼しくて冬温暖な気候など地域資源と
併せ、「住むまち」の魅力を民間の事業者とも意識を共有、
連携しながら、市内外に強く発信します。

政策・施策を強化するための体制
・こども政策アドバイザーの配置

子育て・教育施策などへの助言や、本市の取
り組みや魅力を発信する。

・意見交換会の実施
民間事業者・子育て関係者と意見交換や意識
の共有を図る。

新 英語コミュニケーション環境の充実
・YOKOSUKAイングリッシュキャンプの開催

夏休み期間中に「生きた英語」「身近な英語」
に触れる機会を提供するため、全工程を英語
だけで過ごす「イングリッシュキャンプ」を
開催する。

対象者 市内在住の中学生・高校生
計40人

日　程 ４泊５日
・YOKOSUKAホームステイ受け入れ家庭の発掘・育
成
市内外の学生などの若い世代に「生きた英語」
「身近な英語」に触れる機会の充実を図るた
め、市内在住の外国人に対してホームステイ
受け入れのための研修を実施し、ホストファ
ミリーの育成を行う。

・さらなる英語コミュニケーション環境整備の
ための研究
・英語コミュニケーション環境に関する研究

会の開催など
教育機関の関係者や英語教育に関する専
門家を交えた研究会を開催する。

③
定
住
プ
ロ
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国の基本目標２　地方への新しい人の流れをつくる

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

・英語コミュニケーション環境のＰＲ
英語コミュニケーションに関する取り組みや
環境の充実についてＰＲしていくことで、将
来的に「英語で”子どもが主役になれるまち
横須賀”」の都市イメージの創造を目指す。

拡 効果的なプロモーションの展開
拡 ・横須賀の魅力発信キャンペーンの実施

市内視察ツアーを実施し、本市の「住むまち
の魅力」を実際に体感する機会を提供すると
ともに、その体感者にＳＮＳなどで発信し
てもらう。

・市内結婚・子育て世代へのプロモーション
転入・婚姻・出生手続き時に「横須賀魅力
全集」冊子を配布

・市内結婚・子育て世代の親世代へのプロモーシ
ョン
コミュニティ紙などへの記事広告掲載

拡 ・市外重点エリアプロモーション
新  市外重点エリアへ「横須賀魅力全集」概要版

 をポスティング
拡 交通機関への広告掲出
拡 住宅展示場などでのプロモーション
拡 不動産情報の発信

拡 ・企業・大学などへの営業活動
拡 定住・転入促進を目的とした企業訪問活動
新 本市から通勤圏内の企業従業員・通学圏内の

大学生を対象とした市内視察ツアーの実施
・メディアを対象としたプロモーション

メディアへの営業活動
市内視察ツアーの実施
メディアとのタイアップ

・インターネットを活用したプロモーション
「子どもが主役になれるまち横須賀」ホーム
ページなどの運用

・「子どもが主役になれるまち横須賀」ＰＲイベ
ントの開催

まちぐるみ定住応援事業（すかりぶ）
・官民連携によるくらしの応援サービスを提供

主に会員を対象とした体験・イベント、協
賛店による安心・便利なサービスや来店特
典などを提供している。

・「すかりぶ」ホームページの運用　など

③
定
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国の基本目標２　地方への新しい人の流れをつくる

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

（新）
開発行為における 　市街化区域内の開発行為において、戸建て住宅の最低 都市部
戸建て住宅の最低 敷地面積の規制を緩和して、特に子育て世代が戸建て 開発指導課
敷地面積の緩和 住宅を購入しやすい販売価格となるように誘導します。

　これまで開発区域の面積が1,000㎡以上の場合、一戸建
て住宅の敷地面積を最低150㎡または130㎡以上としなけ
ればなりませんでしたが、開発区域の面積の区切りを
1,000㎡から10,000㎡（１ha）に緩和することで、大きな
開発区域であっても１戸あたりの住宅の敷地面積が小さい
（100㎡以上）開発行為が可能になります。

（新）
住宅団地空き家 【平成26年度補正予算で計上】 0 都市部
対策事業 住宅団地の空き家バンクを開設し、その登録物件を市外 (51,036) 都市計画課

から転入する子育て世代が購入する場合、助成を行います。

・子育て世代転入引越し助成
限度額 15万円

・子育て世代転入物件購入助成
限度額 20万円

・子育て世代住宅リフォーム助成
補助率 1/2 限度額 15万円

（新）
２世帯住宅 【平成26年度補正予算で計上】 0 都市部
リフォーム助成事業 転入促進施策として、子ども夫婦を転入させるため、自 (3,000) 都市計画課

宅を２世帯住宅にリフォームする場合、リフォーム費用を
助成します。

・２世帯住宅リフォーム助成
補助率 1/2
限度額 30万円

（拡）
学力向上事業 児童生徒に確かな学力を身に付けさせるため、「横須賀 131,626 教育委員会

市学力向上推進プラン」に基づき、組織的に学力向上の取 総務課
り組みの充実・推進を図ります。 教育指導課
放課後に児童生徒が学べる「学力向上放課後教室」や スポーツ課

習熟度に応じた授業中の学習指導、学習支援を行います。 教育研究所

・学力向上放課後教室サポートティーチャーの配置
小学校　配置時間数　36,400時間

校数　全校（46校）で実施
回数　放課後・授業時間内　週５～６回

中学校　配置時間数　6,440時間
校数　全校（23校）で実施
回数　放課後・授業時間内　週２回

⑤
教
育
環
境
の
充
実

最低敷地面積

150㎡以上10,000㎡以上
（１ha以上）

第１種・第２種低層住居専用地域
第１種中高層住居専用地域
上記以外の用途地域 130㎡以上

100㎡以上用途地域に関わらず

用途地域

④
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産
環
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充
実

規制緩和後の
開発区域の面

積

10,000㎡未満
（１ha未満）
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国の基本目標２　地方への新しい人の流れをつくる

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

長期休業日　配置時間数　4,140時間
校数　全小中学校
回数　長期休業日（サマースクールなど）

や土曜日　年５回
・長期休業日・土曜日授業の実施

拡 ・「横須賀市立小・中学校学習状況調査」の実施
拡 小学校４、５年生　→　３、４、５年生

中学校１、２年生
新 ・「体力・運動能力等調査」の実施
新 ・「学力・体力・生活習慣等相関分析」の実施
新 ・教員の指導力強化に向けた人材育成プログラム実践

研究モデル校の設置
・学力向上推進モデル校の設置
・教員研修の充実

新 ・教科指導員制度の導入
・学力向上推進担当者会の実施
・教育フォーラムの開催
・学力向上研究員会の実施
・家庭学習啓発リーフレットの発行

新 ・指導改善資料の作成・配付
・横須賀総合高等学校でのサテライト授業の実施

拡 ・家庭学習の充実を推進
家庭学習カードの配布
問題集データベースの拡充
中学校、ろう学校、養護学校

新 ・土曜学習の推進
土曜教室、土曜科学教室の実施

新 ・プログラミング教室の実施

いじめ対策事業 「いじめ問題」に関して、子ども一人一人の教育的ニー 10,690 教育委員会
ズに対応を行う支援教育の視点でシステム作りを進めます。 支援教育課
特に、学校での児童生徒の相談窓口の設置、カウンセリ

ングなどを中心に、いじめ暴力等の問題行動の未然防止、
早期発見、早期対応を目指します。

・小学校スクールカウンセラーの配置　４校
・中学校スクールカウンセラーの配置　全校（23校）
（県費負担）

・高等学校スクールカウンセラーの配置　１校
・スクールソーシャルワーカーの配置

＊スクールカウンセラー：児童生徒、保護者などに対
し、カウンセリングなどを行い、いじめ、不登校な
どの問題行動の未然防止、早期発見、早期対応を図
る心理学の専門職

＊スクールソーシャルワーカー：不登校、非行などの
問題を抱える児童生徒に対し、その子の特徴や置か
れている環境などを考慮しながら、家庭、学校、関
係諸機関と連携して対応する社会福祉や教育などの
知識や経験を有する専門職

⑤
教
育
環
境
の
充
実
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国の基本目標２　地方への新しい人の流れをつくる

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

（拡）
支援教育推進事業 支援や配慮を必要とするすべての子どもの教育的ニーズ 80,109 教育委員会

に対応し、一人一人の子どもの学校生活を充実させること 支援教育課
で、総合的な支援教育を推進します。

・特別支援学級介助員の配置
拡 ・教育支援臨時介助員の配置

28,000時間→30,000時間

キャリア教育推進 望ましい職業観・勤労観を育成し、児童生徒一人一人が、 5,708 教育委員会
事業 自己の個性に合った進路を主体的に選択できる能力を養う 教育指導課

「キャリア教育」を横須賀商工会議所と協働で取り組み、
全校で実施します。

・職場体験受入事業所の開拓
・職場体験受入先調整事業
・中学生自分再発見プロジェクト事業

（拡）
都市イメージ 【一部平成26年度補正予算で計上】 34,929 政策推進部
創造発信事業 市内外の結婚・子育て世代から「住みたいまち」「住み (18,864) 政策推進課
＜再掲＞ 続けたいまち」と思われるよう、「住むまち」としての都

市イメージの創造発信に取り組みます。
今後、特に子育て・教育環境や不動産環境に関する政策

の強化、本市の特徴を生かした英語コミュニケーション環
境の充実を図ります。また、朝獲れの野菜・魚が手に入る
恵まれた食環境、夏涼しくて冬温暖な気候など地域資源と
併せ、「住むまち」の魅力を民間の事業者とも意識を共有、
連携しながら、市内外に強く発信します。

政策・施策を強化するための体制
・こども政策アドバイザーの配置

子育て・教育施策などへの助言や、本市の取
り組みや魅力を発信する。

・意見交換会の実施
民間事業者・子育て関係者と意見交換や意識
の共有を図る。

新 英語コミュニケーション環境の充実
・YOKOSUKAイングリッシュキャンプの開催

夏休み期間中に「生きた英語」「身近な英語」
に触れる機会を提供するため、全工程を英語
だけで過ごす「イングリッシュキャンプ」を
開催する。

対象者 市内在住の中学生・高校生
計40人

日　程 ４泊５日
・YOKOSUKAホームステイ受け入れ家庭の発掘・育
成
市内外の学生などの若い世代に「生きた英語」
「身近な英語」に触れる機会の充実を図るた
め、市内在住の外国人に対してホームステイ
受け入れのための研修を実施し、ホストファ
ミリーの育成を行う。

⑥
英
語
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
環
境
の
充
実

⑤
教
育
環
境
の
充
実
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国の基本目標２　地方への新しい人の流れをつくる

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

・さらなる英語コミュニケーション環境整備の
ための研究
・英語コミュニケーション環境に関する研究

会の開催など
教育機関の関係者や英語教育に関する専
門家を交えた研究会を開催する。

・英語コミュニケーション環境のＰＲ
英語コミュニケーションに関する取り組みや
環境の充実についてＰＲしていくことで、将
来的に「英語で”子どもが主役になれるまち
横須賀”」の都市イメージの創造を目指す。

拡 効果的なプロモーションの展開
拡 ・横須賀の魅力発信キャンペーンの実施

市内視察ツアーを実施し、本市の「住むまち
の魅力」を実際に体感する機会を提供すると
ともに、その体感者にＳＮＳなどで発信し
てもらう。

・市内結婚・子育て世代へのプロモーション
転入・婚姻・出生手続き時に「横須賀魅力
全集」冊子を配布

・市内結婚・子育て世代の親世代へのプロモーシ
ョン
コミュニティ紙などへの記事広告掲載

拡 ・市外重点エリアプロモーション
新  市外重点エリアへ「横須賀魅力全集」概要版

 をポスティング
拡 交通機関への広告掲出
拡 住宅展示場などでのプロモーション
拡 不動産情報の発信

拡 ・企業・大学などへの営業活動
拡 定住・転入促進を目的とした企業訪問活動
新 本市から通勤圏内の企業従業員・通学圏内の

大学生を対象とした市内視察ツアーの実施
・メディアを対象としたプロモーション

メディアへの営業活動
市内視察ツアーの実施
メディアとのタイアップ

・インターネットを活用したプロモーション
「子どもが主役になれるまち横須賀」ホーム
ページなどの運用

・「子どもが主役になれるまち横須賀」ＰＲイベ
ントの開催

まちぐるみ定住応援事業（すかりぶ）
・官民連携によるくらしの応援サービスを提供

主に会員を対象とした体験・イベント、協
賛店による安心・便利なサービスや来店特
典などを提供している。

・「すかりぶ」ホームページの運用　など

⑥
英
語
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
環
境
の
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国の基本目標２　地方への新しい人の流れをつくる

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

国際 市立学校全校にネイティブスピーカーを配置し、直接ふ 250,967 教育委員会
コミュニケーション れ合う時間を増やすことで、子どもたちの国際コミュニケ 教育指導課
能力育成事業 ーション能力を育成します。

外国語活動アドバイザーによる指導助言を通して英語教
育の充実と推進を図ります。

・全小・中・高等学校にＡＬＴ・ＦＬＴを配置
・ＡＬＴ配置による事業効果の測定
・外国語活動アドバイザー配置
・YOKOSUKA　English Worldの開催

小学校５・６年生を対象に、ネイティブスピーカ
ーとゲームや歌などの様々な活動を行い、コミュ
ニケーション能力を養うイベントを実施
米海軍横須賀基地内のサリバンズスクールの児童
も参加

＊ＡＬＴ：外国語指導助手（Assistant Language 
Teacher の略）

＊ＦＬＴ：外国人英語教員（Foreign Language 
Teacher の略）

＊ネイティブスピーカー：ある言語を母語として話す
人

＊外国語活動アドバイザー：外国語指導の充実のため、
教員に対し、研修、授業の相談、支援などのサポー
トを行う。

（拡）
国際化推進事業 　本市に住む、または、本市を訪れる外国人に必要な情報や 22,765 政策推進部

交流の機会を提供します。また、国際平和についての意識の 国際交流課
啓発を図ります。

・外国人生活支援事業
・文化交流事業
・国際ユースフォーラムの開催
・外国語情報発信事業
・国際交流員（ＣＩＲ）に関する経費
・国際平和啓発事業
・海外地方自治体職員等の受け入れ
・米国国務省交流プログラムへの職員派遣

拡 ・米海軍基地内教育機関との連携

⑥
英
語
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
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ョ

ン
環
境
の
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国の基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（単位 千円）

事 業 費 課 名
（拡）
小児医療費助成 　子育てにかかる経済的負担を軽減し、適切な医療を早期 1,056,683 こども育成部
事業 に受けられるようにするため、保険診療の自己負担分を助 こども青少年

成します。 給付課

拡　・対象年齢　通院　０歳～小学校３年生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　　　　

　　　　　　　　　　　０歳～小学校４年生
　　　　　　　　　　　（平成27年４月から）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　　　　
　　　　　　　　　　　０歳～小学校６年生
　　　　　　　　　　　（平成27年10月から）
                入院　０歳～中学校修了前
　　・所得制限　０歳児　　　なし
　　　　　　　　１歳児以上　所得654万円
　　　　　（夫婦、子ども２人の世帯で扶養３人の場合）

こんにちは 育児不安の軽減を図るため、生後４カ月までの乳児のい 17,162 こども育成部
赤ちゃん事業 る世帯への保健師・助産師による全戸訪問などを実施しま こども健康課

す。

（新）
妊娠・出産包括 　妊産婦の育児不安を解消するため、母子保健コーディネ 2,840 こども育成部
支援事業 ーターによる妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支 こども健康課

援を行います。
また、助産院等で産後の母子の心身のケアや、育児サポ

ート等を行う産後ケアを実施し、利用料を一部助成します。

（新）
（仮称）中央こど 公立保育園を再編し、公立幼保連携型認定こども園を整 315,451 こども育成部

事 業 名 事 業 内 容

①
子
育
て
環
境
の
充
実

（仮称）中央こど 公立保育園を再編し、公立幼保連携型認定こども園を整 315,451 こども育成部
も園整備事業 備します。 保育運営課

・（仮称）中央こども園整備事業（用地購入）

（拡）
教育・保育人材 深刻化する保育士不足に対応するため、未就労の有資格 469 こども育成部
確保支援事業 者の就職支援を行う保育士・保育所支援センターを神奈川 保育運営課

県、横浜市、川崎市、相模原市と共同で運営します。

拡 ・就職支援コーディネーターの配置３人→４人

認定こども園 私立幼稚園の認定こども園への移行を支援するため、 22,705 こども育成部
移行促進事業 11時間以上開園して長時間預かり保育を実施する私立幼稚 教育・保育

園に対して、運営および施設整備に要する費用を助成しま 支援課
す。

（拡）
学童クラブ助成 【一部平成26年度補正予算で計上】 302,683 こども育成部
事業 保護者などが放課後不在である児童の健全育成を図るた (24,072) 教育・保育

め、民間学童クラブへの助成を行います。 支援課

拡 ・学童クラブ数 54クラブ→59クラブ
拡 ・運営費補助

・日数加算
拡 ・長時間開設加算
拡 ・障害児受入れ加算

・障害児受入れ特別加算
・家賃補助
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国の基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

拡 ・ひとり親世帯利用料割引加算
新 ・兄弟姉妹利用料割引加算

・指導員研修受講費補助
拡 ・設立時備品補助

・設立時礼金補助
拡 ・設立時家賃補助
新 ・設立時指導員雇用経費補助
新 ・防災用備品等購入補助

・指導員研修の実施

（拡）
学童クラブ小学校 放課後も児童が安心して過ごせる環境を整備するため、 14,076 こども育成部
移転事業 小学校の教室を学童クラブ用に改修し、提供します。 教育・保育

支援課
・改修校

公郷小学校
・小学校の教室を利用している学童クラブ数

17クラブ→18クラブ

（拡）
男女共同参画推進 「第４次横須賀市男女共同参画プラン(平成25年度～平成 12,281 市民部
事業 29年度)」に基づき、性別格差の解消や対等な参画機会を確 人権・男女

保するため、男女共同参画の推進を図ります。 共同参画課

・男女共同参画審議会の開催 ３回
・男女共同参画推進のための意識啓発・情報発信

男女共同参画セミナーの開催 ３回
新 男女共同参画に関する標語等の募集
拡 男女共同参画広報紙の発行 ３回

男女共同参画モデル事業所づくり講演会の開催

②
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ

え
方
に
沿
っ

た

｢

働
き
方

｣

①
子
育
て
環
境
の
充
実

男女共同参画モデル事業所づくり講演会の開催
・男女共同参画推進拠点施設「デュオよこすか」の
管理運営

新 デュオよこすかでの講座の開催 ２回

ラ
ン
ス
の
考

｣

の
改
革
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国の基本目標４　時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

（単位 千円）

事 業 費 課 名

都市計画マスター 平成47年度を計画目標年度とする「都市計画マスタープ 6,326 都市部
プラン改定事業 ラン」の改定作業を行います。 都市計画課

目指すべき都市の将来像とその実現に向けた取り組みの
方向性について、全市的な視点から整理を行い、都市計画
に関する基本的な方針を定めます。

スケジュール
平成26年度　基礎データの調査・解析

本市の政策、諸法律、制度との整合性
の検証
市民との意見交換会の開催
行政素案の作成

平成27年度　市民・学識者等から構成される検討会議
による行政素案を検討・審議
都市計画審議会に諮問・答申

（拡）
市街地再開発事業 中心市街地や拠点市街地の活性化、防災性の向上、都市 559,497 都市部

機能の更新を図るため、市街地再開発事業等の支援を行い 市街地整備
ます。 景観課

・大滝町２丁目地区市街地再開発事業への支援
・追浜駅前第２街区市街地再開発事業への支援
・横須賀中央駅前地区の再開発事業化に向けた支援
・三笠ビル地区の再開発事業化に向けた支援
・若松町１丁目地区の再開発事業化に向けた支援

拡 ・新たな２地区の再開発事業化に向けた支援
（大滝町１丁目地区、久里浜駅周辺地区）

（拡）
中心市街地活性化 　横須賀中央エリアの魅力を向上させるため、「横須賀中 10,521 経済部
事業 央エリア再生促進アクションプラン」に基づく支援制度な

どを活用し、再開発・建て替え事業の推進を図ります。
　また、エリア内の商店街と協力し、にぎわいの創出を図 (商業観光課)
ります。

・横須賀中央エリア再生促進特別減税制度などのＰＲ
新 ・（仮称）横須賀中央下町フェスティバルの開催

・商店街が連携して行うイベントに対する助成
　　補助率　2/3　　　限度額　200万円
・横須賀中央エリア商店街活性化会議の開催

（新）
住宅団地空き家 【平成26年度補正予算で計上】 0 都市部
対策事業 住宅団地の空き家バンクを開設し、その登録物件を市外 (51,036) 都市計画課

から転入する子育て世代が購入する場合、助成を行います。

・子育て世代転入引越し助成
限度額 15万円

・子育て世代転入物件購入助成
限度額 20万円

・子育て世代住宅リフォーム助成
補助率 1/2 限度額 15万円

事 業 名 事 業 内 容

商工・市街地
振興課

①
都
市
の
コ
ン
パ
ク
ト
化
・
住
宅
ス
ト
ッ
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対
策
（

空
き
家
対
策
）
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国の基本目標４　時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

（拡）
谷戸地域住環境 空き家・空き地の増加や高齢化が進み、生活環境の悪化 9,785 都市部
対策事業 が懸念されている谷戸地域に対し、低密度化・活性化・生 都市計画課

活防衛の視点に基づいた支援を行い、住環境の改善を目指
します。

＊汐入町５丁目２区のモデル地区を拡大し、汐入駅・逸見
駅を中心とした半径500m圏内で階段40段以上の地域に対
して住環境対策を実施し、その効果を調査・検証します。

・高齢者の平地転居助成 限度額40万円
・谷戸の空き家解体助成 補助率1/2　限度額50万円
・谷戸の空き地測量助成 補助率1/2　限度額30万円
・谷戸の菜園助成 補助率1/2　限度額20万円
・谷戸のみどり復元助成 補助率1/2　限度額 3万円
・谷戸の憩いの場整備助成 限度額300万円

町内会に寄付された家屋等の解体費・測量費・登
記手数料の助成

・谷戸の空き家バンクリフォーム助成
補助率1/2　限度額30万円

・神奈川県立保健福祉大学等学生居住支援
（リフォーム助成） 補助率2/3　限度額150万円

新 ・谷戸の空き家片づけ助成
補助率1/2　限度額10万円

在宅医療・介護 在宅での療養を望む市民やその家族が安心して生活を送 17,971 健康部
連携推進事業 ることができるよう、在宅療養支援診療所などを増やすと 地域医療推進課

ともに、医療関係者と介護関係者の連携強化や在宅療養に
ついての啓発を行います。

・具体的な取組みを検討する在宅療養連携会議の開催
・在宅医を中心とした地域別ネットワークづくりを進
めるブロック連携拠点の運営

・市全体の在宅療養連携のための体制づくりを担うセ
ンター連携拠点の運営

・在宅療養支援診療所などを増やすための多職種連携
研修の開催

・職種別のセミナーおよび研修会の開催
・シンポジウムや啓発冊子などによる市民啓発の推進

＊在宅療養支援診療所：訪問看護や介護サービス事業者
など多職種と連携し、24時間体制で在宅患者に対
応する診療所

看護師確保対策 看護師人材の定着を図るため、病院に勤務する看護師を 300 健康部
事業 対象とした離職防止につながる研修を行います。 地域医療推進課

離職防止研修の開催 年２回

②
在
宅
医
療
の
促
進
、

医
療
介
護
人
材
の
確
保
に
向
け
た
取
り
組
み

①
都
市
の
コ
ン
パ
ク
ト
化
・
住
宅
ス
ト
ッ

ク
対
策
（

空
き
家
対
策
）
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国の基本目標４　時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

（単位 千円）

事 業 費 課 名事 業 名 事 業 内 容

（拡）
介護施設等人材 　福祉人材の確保、定着のため、介護施設職員等を対象と 1,268 福祉部
育成支援事業 した研修を実施します。 介護保険課

・コミュニケーション研修
対人関係能力、表現力、調整力、協調性の向上を
目的とした研修 30人×１日×２回

・ＯＪＴリーダー養成研修
マネジメント能力、人材育成能力、統率力の向上
を目的とした研修 30人×３日×１回

新 ・ＯＪＴリーダーフォローアップ研修
これまでのＯＪＴリーダー養成研修受講者に対し
研修の成果等を確認し、取り組みをさらに進める
ことを目的とした研修

30人×１日×２回
＊ＯＪＴ：職場内で行う教育・訓練のこと
（On-the-Job Training　の略）

②
在
宅
医
療
の
促
進
、

医
療
介
護
人
材
の
確
保

に
向
け
た
取
り
組
み
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